　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


第二部　改革案の提言

　この「改革案の提言」は，科学研究費「情報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研究」研究班が，研究成果をもとにまとめたものであり，図書館情報学教育改革案と「図書館情報学検定試験」（仮称）の二つの部分からなる。
Ｉ　図書館情報学教育改革案

Ａ　司書課程科目の問題点

　2004年12月に図書館情報学教育班が行った司書科目担当教員の意識調査（以下，教員意識調査とする）においては，司書課程科目全般にかかわる課題として，時間数の不足と内容の重複，開設科目としての自由度の低さ，習熟度が考慮されないことが指摘されている。資格付与のための内容構成となっているために教授内容が司書が実際に配置される図書館の実態と乖離し，多様な職場環境における業務への対応が困難であることも問題として挙げられている。教授内容という点から見た場合，現在の図書館法に基づく省令科目が公共図書館における司書の養成を講習で行うという目的のために規定されている以上，公共図書館以外の図書館の職員を含む「情報専門職」の養成のためには不十分であるのは当然である。

また現在の司書課程科目は，印刷媒体の図書に基づいて科目の内容が組み立てられている。情報環境の変化に対応するという観点から電子メディアを中心とする図書以外の資料・メディアを視野に入れた教育内容が必要である。さらに現行の科目群は資料・情報の収集，組織化，利用に焦点を当てており，これらを実際に活用して知的活動を行う主体者である人間の情報行動への視点が極めて弱い。図書館利用者に対する情報リテラシー教育も含め，情報行動に関わる内容が必要である。

　
Ｂ　図書館情報学カリキュラムの検討

　このように公共図書館の専門的職員を養成するという現在の省令科目の位置づけでは，それ以外の図書館の職員や情報専門職の養成のためには教授内容が不十分であるという結果が得られたため，LIPERでは，図書館情報学の標準的なカリキュラム案を作成し，そのなかに司書の養成も合わせて位置づけることにした。「情報専門職」を養成する際に省令科目では不足していると考えられる点を考慮して総合的な見地から構成したものである。

このカリキュラムは，一般社会や学術コミュニティ，学校コミュニティにおける情報の利用行動にかかわる高度な知識，情報通信技術の急速な発展を反映した情報組織化や情報サービスの高度な知識や技術，主題知識を踏まえた個々の情報提供の現場の経験の共有化，といったものに基づき専門職の養成を行おうというものである。これは基本的に大学院で実施することを前提に作成したものであるが，同時に，そのコアの部分を大学の学部における司書養成の場への適用も可能とする。

大学院レベルの専門職教育の必要性はLIPERの枠組みで行われたアジア諸国の専門職養成の現状についての聞き取り調査の結果からも明らかとなっている。今後さらに重要度が増すと想定される専門職教育の国際通用性と学生の国際的な交流，そのための情報専門職養成カリキュラムの相互認定や単位互換などの制度整備という観点からも，具体的に大学院レベルのカリキュラムを提案することが必要であると判断した。こうして作成したものが別表のカリキュラムである。
Ｃ　コア領域の特定

　最初にカリキュラムのコアとなる領域を特定した。その際に基礎としたのは教育班の調査結果（主に教員意識調査）とその解釈についての教育班での議論である。わが国ではこれまで大学院レベルでの図書館員の養成について具体的に検討されたことがないために，土台にすべき先行研究がない。これらの事情に鑑み，「大学院レベルの教育」に対してわが国の図書館情報学担当教員がイメージすると思われる，米国の図書館情報学大学院における必修科目の現状を調査して参考にすることにした。参考としたのは，ワシントン大学，シラキューズ大学，ノースカロライナ大学，イリノイ大学，ミシガン大学およびテキサス大学である。これらの６大学はLIPERの活動の一環として招聘したミシガン大学のデュランス教授の特別講演会(2003年10月27日)で言及された大学，および教育班で比較的最近カリキュラムの変更を行ったと把握していた大学を中心に選定された。また，わが国の例として慶應義塾大学，筑波大学，愛知淑徳大学のカリキュラム，およびかつて日本図書館協会によって提案された24単位案も参考にした。調査対象とした日米の多くの大学が複数のプログラム（コース，主専攻）を開設しているので，それらのうち，これまでLIPERで議論されてきた専門職の養成にイメージが近いものを選んだ。

　この結果，「図書館情報学基礎」「情報利用者」「情報資源組織化」「情報メディア」「情報サービス」「情報システム」「経営管理」に「デジタル情報」を加えた８つをコア領域とした。
　上記の日米各大学のカリキュラムを参照し，必修だけではなく選択科目まで含めてどのような科目が開設されているかを展望し，コア領域の科目の候補を検討した。表では，そのなかでとくに重要な科目にアスタリスク(*)をつけてある。これは大学院カリキュラムの構造化を考える際の参考となるように作成したものである。

Ｄ　個別情報領域

　コアとならんで個別情報領域がある。個別情報領域は，主題や情報メディアの形態，利用者という観点から特定できる情報領域を設定して，それを支えるディシプリンやプロフェッションについての知識，そこでの情報の発生から流通，人間の情報行動についての知識，情報サービスの方法およびそれを支える情報技術などにわたる複数の科目からなる科目群を学ぶものである。主題，メディアの形態，利用者によって多様な科目群を設定できる。表では三つの領域を例示してあり，科目名はそうした領域のなかで代表的なものを挙げた。

この情報領域に入るものは，現時点では情報専門職領域とするほどの制度的な背景をもっていないが，なかには将来的に情報専門職領域に発展する可能性をもつものもある。
Ｅ　情報専門職領域

　公共図書館の専門職である「情報専門職（公共図書館）」，大学図書館の専門職である「情報専門職（大学図書館）」，および初等・中等教育における情報専門職である「情報専門職（学校）」の三つの領域を設定し，各々で必要と思われる科目を検討した。これらは，LIPERの実態調査班が取り組んだそれぞれの館種の図書館現場の調査結果を踏まえて最終的に決定したものである。その意味では，これら三つの館種に限らず，今後，他の種類の情報専門職の養成をめざすこともできるようになっている。

　これら三つの領域は大学院における履修コースとして，コア領域にプラスして個別情報領域の科目とそれぞれの情報専門職領域の科目を指定する。指定した科目群の単位を取得して修了すればそれぞれの領域で専門職資格を取得したことを意味するものである。なお，「情報専門職」にかっこで個々の領域を付け加える形式の名称は仮のものである。実際に大学院レベルの養成制度を検討する際には，日本における専門的資格の名称の一般的な付け方を参照しながら，もっともふさわしい名称を検討すべきであろう。

図1　　　図書館情報学のカリキュラム構造


[image: image1]
図2   　図書館情報学カリキュラムの履修
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F　カリキュラムの構造と制度化の方向
　以上の説明を図で示したのが、 図1である。中心に「コア領域」の科目がある。これが図書館情報学の中心に来る科目群である。司書課程においてはこれらの科目を学ぶことが中心になる。後 に述べる「図書館情報学検定試験」（仮称）はこの領域の科目を対象に試験を行うことを想定している。
　その外側に，主題やメディアの形態，情報利用者などによって構成される科目群である「個別情報領域」がある。

　そして，大学図書館，公共図書館，そして学校についての情報専門職が配置される。

　これを履修という観点から見ると，図2のようになる。

司書課程においては，コア領域を中心に学ぶものとし，大学院修士課程ではコア領域の科目に加えて個別情報領域を選択的に学び，さらに三つの情報専門職領域のいずれかを学ぶことになる。

大学院と司書課程との関係であるが，大学院への入学者にはすでにコアの領域を学んで司書資格をもっている人と図書館情報学を初めて学ぶ人がいる。初めて学ぶ人はカリキュラムの構造に従って履修することになる。すでに学んでいる人については，単位取得証明と「図書館情報学検定試験」（仮称）の成績証明を示すことによって一定の部分について単位認定をすることが可能であるだろう。

G　制度的検討の必要性

　中央教育審議会「大学の質の保証に係る新たなシステムの構築について（答申）」（2002年8月5日）は，大学の質の保証に関する国の事前規制である設置認可制度を見直し，設置後も含めて大学の質を保証していくシステムの必要性を指摘した。この答申を受けて，第三者である認証評価機関が大学を定期的に評価し，その基準を満たすものかどうかについて社会に向けて明らかにする制度が2004年4月から導入された。

　司書養成教育を，質の保証を含めた大学全体の制度的枠組みの中で実施することは，司書養成カリキュラムの質の保証のみならず，担当教員の学内での基盤を確立するためにも重要である。ところが，本報告書の冒頭で指摘したように，司書課程が依拠するカリキュラムは図書館法５条１項２号に「大学を卒業した者で，大学において図書館に関する科目を履修したもの」の規定があるにもかかわらず，制度化されておらず，いわゆる省令科目と呼ばれる講習のカリキュラムを準用している。それぞれの大学が責任をもって司書課程を運営するための制度的基盤が弱いことが指摘される。

　しかしながらこの問題については種々議論したが，司書課程はこの枠組みのもとですでに50年以上の期間存続しており，現時点でラジカルな変革の必要性を確認することができず，今回は司書になるために学ぶべき領域について提言することにとどめた。むしろ，司書課程で学ぶ内容とそのレベルを，最新の図書館情報学の研究成果をもとにした高度なものに高める努力をすることの方が重要と考えられたからである。その際に，あとで述べる「図書館情報学検定試験」（仮称）を実施することが大きな効果をもつとの期待がある。制度的にはもとのままでも，この試験を導入することによって実質的に変化させる努力を行うものである。

　ただし，中長期的には法改正を含めた図書館員養成プログラム全体の見直しが必要であり，継続して検討を加えていくべきであろう。その際には，「図書館に関する科目」の制度化を中心に，司書講習の必要性，司書講習と司書課程の関係，短大での養成の是非，司書課程の認証評価機関の設置などの項目について検討する必要がある。ここで提案した大学院カリキュラムが「図書館に関する科目」に相当すると考えることも可能であり，本提言を十分に考慮に入れることが望まれる。
　大学院での養成の実施についてもここで行ったカリキュラム面での検討だけではなく，制度面での検討が必要である。司書に関しては法的根拠があるが，現時点で大学院についてはそうしたものはない。したがって，一定の基準に基づいた大学院をつくるためには，図書館情報学における課程認定および設置後の継続的な評価を行う機関の設置が必要である。この機関は図書館情報学の学問的な水準を反映するものでなくてはならず，日本図書館情報学会を中心として設置することになるだろう。

なお，この報告書では情報専門職の大学院課程を論じているが，現行制度における専門職大学院として設置することは可能であるとは思えないし，またそれがよいとも言えない側面がある。実際の大学院としてどのように設置するのかは，今後の検討課題である。

別表【図書館情報学カリキュラム案】（*はとくに重要なもの）

	カテゴリー
	領域名
	科目名
	内容

	コア領域
	図書館情報学基礎
	図書館情報学基礎論*
	情報流通の基礎，図書館や情報に関わる諸制度・政策などについての理解

	
	
	情報基礎論
	情報の理解，社会における情報，知識論，などについての理解

	
	
	インターンシップ
	図書館や様々な情報サービス機関における実務経験

	
	
	調査研究法
	情報専門職にとって必要な調査研究法の理解

	
	情報利用者
	情報探索行動論*
	人間の情報探索行動についての理解，探索行動モデルなど

	
	
	利用者教育論
	利用者教育のためのカリキュラム，情報リテラシー教育の方法など

	
	情報資源組織化
	情報資源組織論a*
	目録法，典拠コントロールなど書誌記述についての基礎的理解

	
	
	情報資源組織論b*
	主題分析と表現（分類，件名，ディスクリプタ）についての基礎的理解

	
	
	情報資源組織演習*
	目録，分類，件名の演習

	
	
	情報資源組織特殊演習a
	特殊性の強い資料についての書誌記述（マルチメディア，古典籍，文書など）の作成演習

	
	
	情報資源組織特殊演習b
	特定分野の主題分析，抄録・索引法などの演習

	
	情報メディア
	情報メディア論*
	印刷メディアおよび各種のメディアの特性についての基本的理解

	
	
	コレクション形成論
	コレクションの歴史と意義，コレクション形成方針，出版流通論，資料選択論

	
	
	情報メディア特殊
	各種のメディアの知識と収集・保存・提供技術



	
	情報サービス
	情報サービス論*
	情報サービスの基本的な考え方，社会における情報サービスの必要性の理解

	
	
	情報サービス演習*
	レファレンスツールの知識，質問回答演習，パスファインダー作成等

	
	情報システム
	図書館情報システム基礎論*
	図書館情報システムの概要，ネットワーク，データベースの基礎など

	
	
	情報検索論*
	情報検索の基本技法についての理解

	
	
	データベース構築演習
	多様なデータベースの構築，DBMSの活用など

	
	
	情報検索演習
	オンラインデータベースの検索の実際

	
	経営管理
	経営管理基礎論*
	図書館，情報機関の経営管理についての一般的な理解

	
	
	知的情報資源管理論*
	知的情報資源管理の基礎（著作権，権利管理，ライセンシング，コンソーシアム等)。知的財産管理も含む

	
	
	図書館／情報サービス計画演習
	図書館情報サービスの計画とマーケティングについての実際的理解

	
	デジタル情報
	デジタルライブラリ管理*


	デジタルライブラリの歴史と現状，権利管理(DRM)，デジタルデータの著作権，デジタルデータに関する基準などの理解

	
	
	デジタルコンテンツ基礎論
	ネットワーク，データベース，自然言語処理など，デジタルコンテンツを扱う上で必要な基礎的な情報技術の習得

	
	
	デジタルコンテンツ応用論
	デジタルコンテンツの収集，組織化（メタデータの作成），保存（デジタルプリザベーション），提供についての理解


	個別情報領域

（主題，情報利用者，メディアの形態によって多様な科目群を設定できる。ここに挙げた領域は例示にすぎない。科目は総論的なものにとどめた）
	医学医療情報
	医学医療情報論
	医学の基礎知識をベースにした医学・医

療情報と医学・医療領域における情報探

索行動の知識

	
	法律情報
	法律情報論
	法学の基礎知識をベースにした，法律情報と法律領域における情報探索行動の知識

	
	障害者サービス
	障害者サービス論
	社会福祉における情報アクセス論，点字図書館，デジタル録音図書(DAISY)，公立，学校，大学図書館における障害者サービス


	情報専門職領域
	情報専門職（公共図書館）
	地域社会論
	地方自治，住民運動，生涯学習，ボランティア活動，町おこしなど図書館が置かれた地域社会全般についての基本的理解

	
	
	公共図書館メディア論
	地域資料，児童資料，ビジネス資料等，公共図書館に特有の資料や公共図書館のコレクション構築について

	
	
	地域情報サービス論
	課題解決支援，ビジネス支援，地域における情報提供など

	
	
	児童サービス論
	子どもの発達，読書活動，児童資料，学校支援など

	
	
	公共図書館経営論
	教育委員会（地方教育行政），地方行財政論（NPO，PFI，指定管理者制度なども含む），公共サービス論，公共図書館評価など公共図書館に特有の経営問題についての理解

	
	情報専門職（大学図書館）
	高等教育論
	現代社会における高等教育のあり方，制度，諸問題についての理解

	
	
	学術情報論
	科学コミュニケーションの特性，学術情報を巡る諸制度・政策など

	
	
	学術情報メディア論a＜自然科学＞
	学術情報流通に関わる諸メディアについての理解。主題の特性を踏まえたサービスについての理解

	
	
	学術情報メディア論b＜人文社会科学＞
	学術情報流通に関わる諸メディアについての理解。主題の特性を踏まえたサービスについての理解

	
	
	学術情報サービス論
	授業との連携，情報リテラシ教育等，大学図書館を中心とした学術情報サービスについての理解

	
	
	学術情報資源マネージメント論
	大学図書館や学術研究機関の図書館の管理と運営を中心とした学術情報のマネージメントに関わる諸知識

	
	情報専門職（学校）
	学校教育論
	学校制度および学校における教授学習プロセス全般の理解。カリキュラム，教育方法，教育評価など資料・情報利用の前提となるものの知識

	
	
	学習情報メディア論
	児童生徒の情報・メディア利用特性と知の組織化の理論。学習情報メディアの構築とデジタルコンテンツ。著作権

	
	
	学習環境デザイン論
	学習における各種情報・メディア利用の意義と特性。学習環境のＩＴ化と空間デザイン（図書館建築を含む）。学習コミュニティの構築

	
	
	教授・学習支援論
	児童生徒の情報行動モデル。情報・メディア教育の原理と指導法。カリキュラムの企画・実施・評価

	
	
	子ども読書論
	児童生徒の発達と読書の意義。読書の原理と指導法。国語力・読解力の育成


Ⅱ　「図書館情報学検定試験」（仮称）の実施

Ａ　経緯

　図書館法第５条では，公立図書館と私立図書館の専門的職員の資格として，司書および司書補となる資格を有する者を定めている（以下では，司書補についての議論は省略する）。

日本では，「司書となる資格」は，①司書講習，②大学の通信教育，③短期大学の司書課程，④４年制大学の司書課程，⑤４年制大学の図書館情報学の専門課程，のいずれかで学ぶことによって，得ることができる。①から⑤までの教育機会は，履修時間数や履修内容の面で違いがあるが，受講者は同一の「司書となる資格」を得ている。日本では，①から⑤までの教育機会を通じて，毎年，約１万人が「司書となる資格」を得ている。しかし，個々の教育機会によって履修時間数，履修内容，履修環境が大きく異なるため，司書資格取得者の専門的知識が，高度でかつ一定の水準に保たれている訳ではない。したがって，現行の司書養成体制から輩出される司書資格取得者が，情報専門職に必要とされる高度な一定水準の専門的知識を保持しているとはいえない状況にある。

　司書資格取得者の専門的知識を高度な一定水準に高めるためには，今後，図書館法および図書館法施行規則を改正して，「司書となる資格」を４年制大学卒業レベル，もしくは，欧米諸国のような大学院修士課程修了レベルに位置づけることも考えられる。しかし，図書館および図書館職員の位置づけに対する社会的な関心は近年高まりつつあるが，現時点で法改正を進めるには機が十分に熟しておらず，時期尚早のように見える。

　そこで，現在の司書養成の多様な教育体制の存在を認めた上で，「司書となる資格」に求められる専門的知識を一定の水準に維持するために，「図書館情報学検定試験」（仮称）（以下，「検定試験」と略す）の実現の可能性を検討することを提案したい。近年，経済学，法学，経営学などの分野では学術団体が主催して知識達成度の自己評価試験が行われている。ここで提案しようとする「図書館情報学検定試験」はそれらと似ているが，受験者をオープンなものとせず司書資格取得者および取得中のものに限定することを想定している点で異なっている。

　これまでに何人かの識者によって類似の試験制度が提案されている。たとえば1994年に河井弘志氏によって「図書館学専門試験」が提案され，1999年には薬袋秀樹氏によって「司書の専門的知識の自己評価試験」が提案された。いずれの案も，民間団体が主催し，司書資格を前提としてその知識・技術の習得度を筆記試験で判定しようとするものである。学習者にとっても教育者にとっても知識技術習得の目標が明確になることが最大のメリットであるが，それによって結果的にこの分野の水準向上とその維持に寄与する効果が指摘されている。また，試験の実績が社会的に評価されれば，その判定の結果を就職試験や大学院進学試験などにおいて代替させられる可能性があり，受験のインセンティブが上がることが期待される。

Ｂ　図書館情報学検定試験」（仮称）の概要（案）

　以下に検定試験の基本的な考え方を示す。これが実現されるためには，しかるべき学術団体との協同事業として「図書館情報学検定試験」検討委員会（仮称）が設置され，LIPERの研究成果を踏まえながら検定試験のあり方を具体的に調査・検討することが必要である。

(１)　目的

この検定試験の目的は，現在の司書養成の多様な教育体制の存在を認めた上で，「司書となる資格」に求められる専門的知識の習得程度を判定し，司書有資格者の質の向上に寄与することである。

(２)　受験資格

　検定試験の受験対象は，司書資格を取得した者あるいは取得中の者とする。具体的な受験資格や受験機会（回数）等については，今後，詳細に検討する。

(３)　試験方式

　検定試験の試験方式は，多肢選択式試験と記述式試験の併用が考えられる。試験方式の詳細は，今後，検討する。

(４)　出題分野

　図書館法の司書資格は，公立図書館と私立図書館の専門的職員の資格として規定されている。しかし，この司書資格は，他館種の図書館も含めて専門職員の一般的な資格とみなされ，活用されている側面もある。そこで，この検定試験では，各館種（国立，公共，学校，大学，専門図書館）に共通する専門的知識を問う出題とする。

検定試験の出題分野としては，LIPERが提唱する情報専門職養成のためのコア領域科目に設定することが望ましいと考えられる。

　図書館情報学基礎

　情報利用者

情報資源組織化

情報メディア

情報サービス

情報システム

経営管理

デジタル情報

出題分野の詳細は，今後，検討する。

(５)　試験の評価

検定試験の評価方法は，次のようなものが考えられる。

（案１）総得点のみ示す。

（案２）総得点を示し，合格点（たとえば70％の正答率）も設定する。

いずれの場合も，受験者の得点の平均点や分散・標準偏差などの基礎的なデータは公開し，それぞれの受験者が全体のどの程度にいるのかを分かるようにする。

試験の評価方法は，今後，詳細に検討する。

(６)　実施主体

　検定試験の実施には，司書養成および図書館情報学研究に携わる多数の教員が所属している日本図書館情報学会が中心となるのが望ましい。問題作成能力があり，その質の管理に責任をもつことができるからである。その際には次のような組織方法が考えられる。

　（案１）日本図書館情報学会が単独で担当する。

　（案２）図書館情報学に関する学会が共同で任意団体を設立し，その団体が担当する。

　（案３）図書館情報学に関する学会が共同でNPOを設立し，そのNPOが担当する。

　検定試験の実施について，継続的かつ安定した運営基盤が整備・確立できるかどうか十分に検討する必要がある。

(７)　実施方法

　検定試験の実施方法としては，最初の段階では，毎年４月に，関東地方の大学を会場として実施することが考えられる。検定試験が定着した段階では，複数の試験会場を開設することを検討する。実施方法の詳細は，今後，検討する。

Ｃ　今後の課題

　以上のように実務的な検討課題は多い。とくに実質的に試験を担う機関をどのように設立し，それをどのように安定的に運用していくかが最大の課題である。将来的に，年間１万人以上の取得者がいる司書有資格者の一定割合が受験できる体制をつくるために関係者は努力をしなければならない。

　加えて試験問題の作成体制をどのようにつくるかも重要な検討課題である。公開を前提とした問題を毎年用意し続けることは簡単なことではない。それと連動して，受験者のみならず教育者が参照できるように，最新の研究成果を盛り込んだ標準的な教科書の出版とその継続的な改訂も課題となるだろう。図書館情報学の研究がかつて明らかにしたように，学術分野においては蓄積された個々の研究成果を評価し整理することで標準的な教科書やハンドブックが書かれる。これは次の研究を進展させるために欠かせないステップである。このように，「図書館情報学検定試験」（仮称）を行うことは研究活動の活性化にもつながるものである。
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